中国における自動車リサイクルシステムの政策モデル構築に関する研究 -資源循環政策のシナリオ分析を中心に- by 車 佳
中国における自動車リサイクルシステムの政策モデ
ル構築に関する研究 -資源循環政策のシナリオ分析
を中心に-
著者 車 佳
号 9
学位授与機関 Tohoku University
学位授与番号 国博第123 号
URL http://hdl.handle.net/10097/59225
学位の種類
学位記番号
学位授与年月日
学位授与の要件
研究科・専攻
u佳凹車
博士(国際文化)
国博第 123 号
平成23年 3 月 25 日
学位規則第 4 条第 l 項該当
東北大学大学院国際文化研究科(博士課程後期 3 年の課程)
国際文化交流論専攻
学位論文題目 中国における自動車リサイクノレシステムの政策モデル構築に関する研究
一資源循環政策のシナリオ分析を中心に一
論文審査委員 (主査)
准教授劉庭秀 教授山下博司
教授重野芳人
論文内容の要旨
1. 研究の背景と必要性
中国は急速な経済発展と同時にモータリゼーションが進み、 2009年の自動車保有台数は1.379万
台まで増えている。 1980年の中国自動車生産量は約22万台にすぎなかったが、 1990年代に入ってか
ら二桁の成長を続けた結果、 2009 年の新車販売台数は約1.365 万台となり(前年比46.2%増)、世界
で最も重要な自動車市場として注目されている。先進諸国の自動車環境政策を鑑みれば、今後数年
内に中国にも自動車環境問題、とりわけ廃車適正処理とリサイクノレに悩む時期が到来すると容易に
予想されるため、早急に中国型の自動車リサイクノレシステムを構築する必要がある。これまで中国
政府は EU と日本の自動車リサイクノレ制度を参考し、廃車管理と適正処理、再生部品及び資源の有
効利用のための法制度を整備してきた。 2001年の「廃車回収管理方法J (国務院307号令)と 2006年
の「自動車製品回収利用技術政策」を中心に中国の廃車処理政策を取り組み始めたと言える。しか
し、経済成長を重んじる中国政府は、他の環境政策と同様に、環境配慮型の自動車リサイクノレシス
テム構築が本来の目的ではなく、効率の良い自動車管理システムの構築、中古部品及び再製造品の
流通、資源の確保、新しい環境ビジネス創出、雇用拡大などに重点を置いていると言える。これは
2009年に導入された「循環経済促進法」に循環型経済を発展させることが国家経済社会の発展にお
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ける重要な戦略であると明記していることからも推察できる。
2. 研究の目的
本研究では、世界的に使用済み自動車の適正処理、リサイクノレが重視される中で、日本・韓国に
おける自動車リサイクノレ制度とその運用実態を詳細に把握するとともに中国政府による自動車リサ
イクノレ政策の動向を概観する。そして、中国囲内で最も先進的な自動車リサイクノレシステムを整備
している上海市・北京市の現況と現段階の課題を導出し、中国における自動車リサイクノレシステム
の構築可能性を探る。また、日本の自動車リサイクノレ制度の運用状況を吟味し、環境と経済を両立
できるような自動車リサイクノレのための前提条件と仮説を設定する。これらに基づいて自動車解体
フ。ロセスの基礎的なシナリオ分析(経済性・環境影響評価)を実施し、最終的にこれらの結果から
得られた定量データと結論に基づいて今後中国における自動車リサイクノレシステムの構築について
政策提言を行うことを目的とする。
3. 本研究の位置づけと研究方法
日本国内では外川・寺西 (2002) 、吉田他 (2004) 、服部 (2005) 、平岩・呉 (2006 ・ 2007) を始め、
「自動車リサイクノレ研究会」の研究が知られている。日本・中国・韓国における早期な自動車リサ
イクノレ制度とその運用実態に対しでも、いくつの調査研究がある。これらの調査研究により、各国
の自動車リサイクノレ法制度とその運用実態についての現状理解や課題把握が進んできた。しかしな
がら、各国において実際のリサイクノレ現場にまで踏み込んだ研究は少ない。また、日中韓3カ国の
自動車リサイクノレシステムを検討する際に、政策(各国の自動車リサイクノレ法制度、最新動向の把
握を含む)研究と現場(解体・リサイクノレ現場にて廃車解体実験の実施など)調査分析の融合は初
めての研究発想と言っても過言ではない。これによって、現時点では欠けていた新しい研究視点が
提示できたと考えている。
また、本研究を効率的に実施するために、研究手法としてはいくつかの社会科学的・文理融合な
手法を活用する。日中韓3カ国の自動車リサイクノレや資源循環に関する実態把握は、文献調査、現
地調査での政府の公的機関の立案者・企業の担当者などからのヒアリング調査、引き続き国際会議
「アジア自動車環境フォーラム J (AAEF: Asian Automotive Environmental Forum、以下
AAEF) の設立・運営に参画し、各利害関係者との意見交換により最新情報の収集を行う。また、
本研究のオリジナリティは各国の自動車リサイクノレ法制度の比較分析とともに、各解体・リサイク
ノレ業者の実態分析を行った上、廃車解体実験・解体データの蓄積し、そこから得られた解析結果、
仮説に基づいてシナリオ分析を行う。
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4. 各章の結果の要約
第l章では、まず研究題目、研究背景と必要性、自動車リサイクノレに関する先行研究を整理し、
本研究の目的、研究方法とその特徴などを示した。
筆者は、日中韓3カ国における自動車リサイクノレや資源循環政策の比較分析と運用実態の把握の
ために、政府の公的機関の立案者・企業の担当者の地道なヒアリング調査を実施し、「アジア自動
車環境フォーラム J (AAEF: Asian Automotive Environmental Forum) の設立・運営に参画して
専門家間の研究交流を行った。これらの研究活動によって各利害関係者との意見交換と最新情報の
収集ができた。また、各国の自動車リサイクノレ法制度の比較分析とともに、各解体・リサイクノレ業
者の実態分析を行い、廃車解体実験・解体データを蓄積・整理しつつ、そこから得られた解析結果、
仮説に基づいて基礎的なシナリオ分析を行った。
第2章では、第1章で整理・概観した研究背景・研究目的・研究方法などを踏まえたうえ、まず中
国の自動車産業のこれまでの発展経過を取り上げ、中国自動車産業の発展的な歴史を振り返ってみ
た。また、中国自動車市場にかかわる先行研究と筆者の既発表論文を中心に、とくに2009年中国自
動車市場の現状、廃車台数の試算などについて基礎的な考察を試みた。さらに、最近の国際動向を
鑑みながら、 2000年以降の中国における廃車制度を中心に整理・分析した。最後に、中国政府が
2001年に実施した「廃車回収管理方法」の実証拠点である上海市・北京市を事例に、 3年間の現地
調査の結果を踏まえて、同政策の運用実態と課題などについて詳細に分析・考察した。
第3章では、まず日本の自動車リサイクノレ法制度の実態分析とその課題について考察した。さら
に、韓国の資源循環法における自動車リサイクノレの運用状況について分析した。最後に、日本・韓
国の自動車リサイクノレ制度とその運営実態を分析した上、中国の自動車リサイクノレ政策の方向性に
ついて基礎的な考察を試みた。また、日中韓の自動車環境分野におけるパートナーシップ構築にか
かわる「アジア自動車環境フォーラム」を取り上げ、日中韓の自動車環境分野におけるパートナー
シップ構築の試みについて検討した。
第4章では、まず第l章から第3章までの分析結果を受け、日中韓における自動車リサイクノレ政策
の内容とその運用実態の国際比較分析の結果を踏まえた上、とくに資源化効率と人件費、経済性な
どの要因に注目しながら再生資源の有効利用の可能性を分析した。さらに、中国国内で最も販売さ
れた車種を特定し(小型セダン)、自動車l台から回収できる鉄、銅、アノレミ、プラスチック、ガラ
ス、プラスチック類などの解析を行った。そして、これらの基礎分析とシナリオ分析結果にもとづ
いて、中国における自動車リサイクノレの方向'性について政策提言案をまとめた。
第5章では、第4章までの分析と考察によって得られた知見を整理した上、中国の自動車リサイク
ノレの政策提言について考察を述べた。
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5. 自動車リサイクルプロセスにおける資源回収の限界と可能性ー A 社の実験結果に基づいて一
現状の日本国内の解体・リサイク ノレ現場では、自動車材料組成のデータを把握できないまま、 資
源、化作業を進めている 。 そこで、本研究では解体現場の作業プロセスの中で、どのような資源が回
収され、再資源化できるかについて、東北地方の A 社にて解体データの収集分析を行った。 解体
実験の対象は、「社団法人日本自動車販売連合会J の統計データ・販売ランキング30位(年代別)
を基準に、 A 社における 3年間 (2007年~2010年)の実績を分析した上、選定した。 分類カテゴリは、
車の大きさを基準に軽自動車、コンパクトカー、セダン、ミニバン、ステーションワゴンに分けて
解体実験を行った。
ここでは、中国の最大販売車である小型セダンの解体実験データを基準に、中国における自動車
リサイクノレの可能性を探った 。 2009年に販売された乗用車の物質組成を把握するためには、同型の
自動車の解体作業を行い、データを取る必要がある 。 しかし、新車の解体は現実的に難しい。 そこ
で、本研究では A 社に搬入する使用済み自動車の中から、上記の車種と排気量、車種、車型が最
も近い車両を選定し、解体実験を行っ た(写真 l 参照) 。 トヨタ・コノレサの末青綴な解体結果は表 1
に示す 。
写真 1 解体実験に使われた小型セダン(トヨタ・コルサ)
6. シナリオ分析による中国の自動車リサイクルの展望
まず、本研究の解体実験結果をまとめてみると、1，600cc 以下の乗用車1台 (1 ，250kg) を例として、
鉄900kg (構成比率 :72%) 、アノレミニヲム 100kg (構成比率 :8%) 、~[u]37.5kg (構成比率 :3%) 、ガラ
ス 62.5kg (構成比率 :5%) 、シート類など62.5kg (構成比率 :5%) に分けられる 。 さらに、中国は人
件費が安いため(解体工場の従業員の平均給料は約15，000円 / 月)、車種を問わず、手作業による
解体・選別を行い、鉄・非鉄・樹脂類・中古部品などを積極的に回収することが望ましい。 そうす
れば、上記の解体実験の結果のように資源化効率を高めることができると思われる 。 但し、環境汚
染を防止するためには、早急にアロンガスや廃油、廃液の回収の装置などを整備する必要がある 。
次に、解体実験から得られたデータを用いて基礎的なシナリオ分析を試みた。
第2章の分析値では、中国の2005年の自動車保有台数は3.160万台であり、推定廃車台数は約105
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表 1 トヨタ・コルサの A プレス解体結果
万台だった。 2005年の推定廃車率は約3.3% であり、 2008年も 4.5% の水準だった。 仮に、今後、中
国の自動車保有台数が毎年800万台のペースで増加し、それに対する推定廃車率は先進国水準の8%
と仮定すれば、図 1 のような結果が得られる 。
上記の前提条件にもとづいて試算すれば、 2015年に発生する使用済み自動車台数は838万台を達
すると予想される。また、 2009年に販売された 1 ，364万台自動車の中で、 720万台が主に小型セダン
である。この割合が維持すると仮定すれば、 2015年に発生する 838万台の使用済み自動車の中に小
型乗用車は約448万台となる。
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図 1 中国の保有台数と使用済み自動車台数の推定(単位:万台)
解体実験の結果から精微な解体を行った場合、小型乗用車1台から鉄900kg、銅37.5kg が回収で
きることがわかった。 中国国内の解体業者へのヒアリング調査によれば、現状では使用済み自動車
の回収率はわずか2割に過ぎない 。 すなわち、小型乗用車を事例に、現状では、約322.56万トンの鉄、
約13.44万トンの銅が再資源化できないという結果である 。 そこで筆者は、今後中国政府は「廃車
回収管理方法」を改正する際には、使用済み自動車の回収率を高める方法について議論すべきだと
考える 。 自治体、関連協会、各解体・リサイクノレ業者などの緊密な連携を図り、日本同様の回収率
(約99%) を目指す必要がある 。
次に、上記の使用済み自動車の発生台数の推定値を用いて、小型乗用車をすべてリサイクノレした
と仮定した場合(全体の使用済み自動車発生の約53%) 、再生資源の価値と人件費の関係について
考察する 。 中国労働局によれば、 2007年から 2009 までの国内の平均給料はそれぞれ2，077元、 2，435元、
2，728元である 。 2009年の平均給料は2007年から約35%増加したことになる 。 これを参考に、今後、
上海市・北京市を中心とする大都市の人件費が25% 、 50%上昇した場合を想定し、人件費上昇と再
生資源の価値(期待売り上げ額)の関係を分析した。 また、第2章の現地調査の結果から l人あたり
の処理台数を 13台/月と仮定した。 この数値は、筆者を含む東北大学の研究グノレープが実施した解
体時聞を考慮すれば(精綴な解体)、妥当な値であると考える 。
なお、ここで使った再生資源の価値は、解体実験の結果を基準に小型乗用車から 900kg の鉄スク
ラップと 37.5kg のハーネス(銅)が回収できると想定し、試算には使用済み自動車スクラップと
ワイヤーハーネスの相場(東京製鍛及び大越工業の2010年 11 月 20 日基準、鉄28円 /kg、ハーネス
240円 /kg) を適用した。 再生資源、の価値を厳密に計算するためには、仕入れ価格、中古部品販売、
バッテリ一、タイヤ、触媒、アノレミ、樹脂類などの価値も考慮すべきであるが、中国の場合、仕入
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れ価格が低く、使用済み自動車の状態が悪いため、中古部品、タイヤ、バッテリーの価値は殆どな
いと見なした。 また、触媒、樹脂類に関しでも正確な流通経路はわからないので、最も価値の高い
鉄と銅を基準とした。 図 2 は人件費と再生資源の価値の関係を表したモノである 。
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図 2 人件費と再生資源の関係(単位:万円)
図 2 の分析結果をみれば、使用済み自動車の発生が少ない2007年は営業赤字が予想、されるが、使
用済み自動車が徐々に増加すれば、安い人件費を武器に再資源化効率を高めることができると判断
する 。 しかし、 25%以上人件費が増加すれば、経営環境が厳しくなり、 50%以上増加した時点では、
機械化への転換(破砕設備、溶融炉なりを考慮せざるを得ない状況になる 。 しかし、解体実験の
結果からもわかるように、精綴な解体を行わない場合、回収できる再生資源の量は大幅に減少する
ことになり、シュレッダーダストの発生量が増加すると予想される 。 つまり、人件費削減(雇用の
縮小)・環境影響(資源の節約、廃棄物削減)・経済性の優先順によって中国の自動車リサイクノレ制
度の内容が大きく変わると考える 。
7. 中国の自動車リサイクルの政策提言
まず、 3年間の中国現地調査の結果からわかった、中国の自動車解体プロセスの最大の特徴は、
鉄・非鉄などの金属資源をすべて手作業によって解体・選別していることである 。 現状の中国は、
人件費が安く、車種を問わず、手作業による解体・選別を行っており、基本的には鉄・非鉄・樹脂
類・中古部品などを、精綴な解体によって積極的に回収することが望ましし、。 当分の問、このよう
な解体方法を維持することが、より資源化効率を高めることができる 。
近年の新車販売状況から鑑みれば、数年内に中国においても使用済自動車の発生台数が急増する
ことは間違いない。 しかし、使用済み自動車発生台数の増加が、雇用拡大に繋がり、静脈産業にお
ける新ビジネス及び雇用創出も期待できる 。 基礎的なシナリオ分析結果によれば、 25%以上人件費
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が増加すれば、経営環境が厳しくなり、 50%以上増加した時点では、機械化への転換(破砕設備、
溶融炉など)を考慮せざるを得ない状況になる。また、解体実験の結果からもわかるように、精綴
な解体を行わない場合、回収できる再生資源の回収量は大幅に減少することになり、シュレッダー
ダストの発生量が増加すると予想される。つまり、中国における機械化は、環境汚染対策として新
たな設備投資が必要であるとともに、雇用縮小への対応も考慮すべきであろう。
さらに、資源相場が現在の半値以下に暴落した場合、安い人件費を維持しでも、経営的な側面を
考慮すれば、政府の補助金がなければ、使用済み自動車回収解体業者やリサイクノレ業者の収益が悪
化になり、自動車リサイクノレのビジネスを維持することは難しい。
一方、中国の自動車リサイクノレ法制度・政策面では、 2010年度末まで2001年「廃車回収管理方法」
の改正版を打ち出す予定であった。この新法は、各地域の様々な経済状況、格差、環境問題を十分
考慮し、それぞれの地域特性に適合するリサイクノレ制度が作られるのか、また自動車メーカーの責
任と費用負担原則などをどこまで追求できるのか現時点ではまだ不明瞭な部分がある。これから、
この新法は自動車メーカ一、解体・リサイクノレ業者、消費者の廃車処理までに様々な影響を与える
ことは間違いない。確かに中央政府が強いトップダウン政策を維持すれば、各分野の管理、監視し
やすくなる。但し、新法では使用済み自動車の不法投棄、違法処理の取締りをどのように強化する
か、違法行為を行った業者を如何に罰するか、資源化効率向上と雇用拡大、環境汚染防止と経済成
長をどう両立させるかが、中国型自動車リサイクノレシステムを構築する上で極めて重要な課題とな
る。
論文審査の結果の要旨
本研究は、日本・韓国における自動車リサイクノレ制度とその運用実態を詳細に把握するとともに
中国政府による自動車リサイクノレ政策の動向を概観し、中国における自動車リサイクノレシステムの
構築可能性を探ったものである。各国のリサイクノレ現場のフィーノレドワーク、各利害関係者へのイ
ンタビュー調査、使用済み自動車の解体実験を実施し、これらの結果から得られた定量データとシ
ナリオ分析結果に基づいて今後中国における自動車リサイクノレシステムの構築について政策提言を
目指したものである。
第l章では、本研究の必要性と目的を設定した上、自動車リサイクノレに関する国内外の先行研究
を考察・分析し、研究の方法とフローについて概観している。第2章は、まず中国におけるモータ
リゼーションと自動車産業の現状を把握し、中国の「廃車回収管理方法」の実証拠点である上海
市・北京市を事例に、 3年間の現地調査の結果を踏まえて、同政策の運用実態と課題を詳細にまと
めている。第3章では、日本および韓国における自動車リサイクノレ法制度の運用実態を徹底的に比
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較分析し、中国への示唆点を導出している。第4章は、第2章及び第3章の分析結果と使用済み自動
車の解体実験の結果に基づいて資源化効率と人件費などの要因に注目しながら再生資源の有効利用
の可能性についてシナリオ分析を行った。第5章は、前章までの結果を踏まえて、中国における自
動車リサイクノレシステム構築のための政策を提言している。
本研究は、環境政策学の理論とフィーノレワーク、解体実験を通した実証データの分析により、問
題解決を試みた点が高く評価できる。また、自動車リサイクノレを事例とする環境政策、環境影響評
価の研究への貢献は大きい。特に日中韓の現状と課題を比較分析し、国際的な資源循環と技術協力
の可能性を分析考察したことは、環境政策の実証研究の中では独自性が認められる。
車氏は、博士後期課程の2年間、日本学術振興会の特別研究員として、国内外において幅広い研
究活動を行ってきており、日本マクロエンジニアリング学会「優秀プレゼンテーション賞」、東北
大学「東北大学藤野先生記念奨励賞」を受賞するなど、学内外において高い評価を受けている。ま
た、修了後は日本学術振興会の「外国人特別研究員」としての採用が決まっており(国際環境シス
テム論講座)、優れた研究成果が期待できる。審査会では、本論文は博士論文としての水準に十分
達しており、氏が自立して研究活動を行うのに必要な高度の研究能力と学識を有するものと判断し
た。よって、本論文は、博士(国際文化)の学位論文として合格と認める。
88 
